
工 事 請 負 契 約 書（案） 

 

１  工   事 名 烏帽子支線林業専用道改良工事（R6 補正） 

２  工 事 場 所 群馬県吾妻郡東吾妻町大字岡崎字烏帽子国有林 78 る 2 林小班外 

３  工    期    令和  年  月  日から 

             令和 ８年 １月１６日まで 

４  請負代金額                 円 

   （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額      円） 

５  契約保証金額                円 

６  調停人 なし 

７  前  金  払  請負代金額の 10分の４以内 

８  あっせん又は調停を行う建設工事紛争審査会 

   〔    〕建設工事紛争審査会 

９  選 択 条 項   別冊約款中選択される条項は次のとおりであるが、そのうち適用され         

るものは（○印）、削除されるものは（×印）である。 

 

適用削除 

 

の 区 分 

 

      選   択   事   項 

 

 

  選 択 条 項 

 

  契約保証金の納付  第４条第１項第１号 

×  契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供  第４条第１項第２号 

 

 

 銀行、発注者が確実と認める金融機関又は保証事 

 業会社の保証 

 

 第４条第１項第３号 

 

 

 

 公共工事履行保証証券による保証 

 

 第４条第１項第４号 

  履行保証保険契約の締結  第４条第１項第５号 

 

 

 

 ［      ］主任技術者 

 

 ［      ］監理技術者 

 

 第10条第１項第２号 

 

  支給材料及び貸与品  第15条 

  前金払  第35条第１項 

  中間前金払  第35条第５項 

  部分払   回以内  第38条 

   部分払の対象となる工場製品  第38条 

   国庫債務負担行為に係る契約の特則  第40条 

 

１０ 適用条項 別冊約款の第 3条、第 25 条、第 26 条、第 30条、第 38 条、第 39 条に代え

て、別紙２の記載条項を適用する。 

 
１１ 解体工事に要する費用等 別紙３のとおり 

  （注）工事が、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12 年法律第 104

号）第９条第１項に規定する対象建設工事の場合に限る。 
 

１２ 建設発生土の搬出先等 
特記仕様書に定めるとおり。 

 
 



 

１３ 住宅建設瑕疵担保責任保険 
    （１）保険法人の名称： 
    （２）保険金額： 
    （３）保険期間： 

（注）特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律（平成 19 年法律第 66 号）第２

条第５項に規定する特定住宅瑕疵担保責任を履行するため、住宅建設瑕疵担保責任保

険に加入する場合は、(1)保険法人の名称、(2)保険金額、(3)保険期間についてそれぞ

れ記入する。なお、住宅建設瑕疵担保保証金の供託を行う場合は、受注者は、供託所

の所在地及び名称、共同請負の場合の建設瑕負担保割合を記載した書面を発注者に交

付し、説明しなければならない。 

 

上記の工事について、発注者と受注者は、各々の対等な立場における合意に基づいて、

本契約書及び令和  年 月 日に交付した国有林野事業工事請負契約約款によって公正

な請負契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

また、受注者が共同企業体を結成している場合には、受注者は、別紙の共同企業体協定

書により契約書記載の工事を共同連帯して請け負う。 

  本契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印の上、各自１通を保

有する。 

 

 

 

                            令和  年  月  日 

 

 

 

  発注者 （住所） 群馬県吾妻郡中之条町大字伊勢町７７１－１ 

           分任支出負担行為担当官 

      （氏名） 吾妻森林管理署長 山本 道裕      印 

 

 

 

 

  受注者 （住所） 

      （氏名）                     印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）受注者が共同企業体を結成している場合においては、受注者の住所及び氏名の欄には、

共同企業体の名称及び共同企業体の代表者並びにその他の構成員の住所及び氏名を記入する。

   



 

別紙２ 

 

（請負代金内訳書、工程表及び単価合意） 

第３条 受注者は、この契約締結後 14 日以内に設計図書に基づいて、請負代金内訳書（以

下「内訳書」という。）及び工程表を作成し、発注者に提出しなければならない。 

２  内訳書には、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に係る法定福利費を明示するもの

とする。 

３  内訳書及び工程表は、発注者及び受注者を拘束するものではない。 

４  発注者及び受注者は、この契約締結後、速やかに、この契約書に係る単価等を協議

し、単価合意書（「総価契約単価合意方式実施要領（包括的単価個別合意方式）」（令

和 3 年 11 月 1 日付け 3林政政第 357 号林野庁林政部林政課長通知）６．（１）に規定

する単価合意書をいう。以下同じ。）を作成の上、合意するものとする。この場合にお

いて、協議開始の日か 14 日以内に当該協議が整わない時は、発注者が単価等を定め、

受注者に通知する。 

５  第４項の規定は、請負代金額の変更があった場合において準用する。 

６  第４項（前項において準用する場合を含む。）の単価合意書は、第 26 条第３項の規

定により残工事代金額を定める場合並びに第 30条第５項、第 38条第６項及び第 39 条

第２項に定める場合（第 25 条第２項各号に掲げる場合を除く。）を除き、発注者及び

受注者を拘束するものではない。 

７  本工事は、請負代金額の変更があった場合における変更金額や部分払金額の算定を行

う際に用いる単価等をあらかじめ協議し、合意しておくことにより、設計変更や部分払

に伴う協議の円滑化に資することを目的として実施する総価契約単価合意方式（包括的

単価個別合意方式）の対象工事であり、受発注者間で作成の上合意した単価合意書は、

公表するものとする。 

 

（請負代金額の変更方法等） 

第 25 条 請負代金額の変更については、第３条第４項（同条第５項において準用する場合

を含む。）の規定により作成した単価合意書の記載事項を基礎として発注者と受注者と

が協議して定める。ただし、協議開始の日から 14 日以内に協議が整わない場合には、

発注者が定め、受注者に通知する。 

２  次に掲げる場合における請負代金額の変更については、発注者と受注者とが協議して

定める。ただし、協議開始の日から 14 日以内に協議が整わない場合には、発注者が定

め、受注者に通知する。 

一 数量に著しい変更が生じた場合。 

二 単価合意書の作成の前提となっている施工条件と実際の施工条件が異なる場合。 

三 単価合意書に記載されていない工種が生じた場合。 

四 前各号に掲げる場合のほか、単価合意書の記載内容を基礎とした協議が不適当であ

る場合。 

３  第１項及び第２項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、

受注者に通知するものとする。ただし、請負代金額の変更事由が生じた日から７日以内

に協議開始の日が通知されない場合には、受注者は協議開始の日を定め、発注者に通知

することができる。 

４  この契約書の規定により、受注者が増加費用を必要とした場合又は損害を受けた場合

に発注者が負担する必要な費用の額については、発注者と受注者とが協議して定める。 

 

（賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更） 

第 26 条 発注者又は受注者は、工期内で請負契約締結の日から 12 月を経過した後に日本国

内における賃金水準又は物価水準の変動により請負代金額が不適当となったと認めたと

きは、相手方に対して請負代金額の変更を請求することができる。 

２  発注者又は受注者は、前項の規定による請求があったときは、変動前残工事代金額

（請負代金額から当該請求時の出来形部分に相応する請負代金額を控除した額をいう。



 

以下この条において同じ。）と変動後残工事代金額（変動後の賃金又は物価を基礎とし

て算出した変動前残工事代金額に相応する額をいう。以下この条において同じ。）との

差額のうち変動前残工事代金額の 1000 分の 15を超える額につき、請負代金額の変更に

応じなければならない。 

３  変動前残工事代金額及び変動後残工事代金額は、請求のあった日を基準とし、単価合

意書の記載事項、物価指数等に基づき発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協

議開始の日から 14 日以内に協議が整わない場合にあっては、発注者が定め、受注者に

通知する。 

４  第１項の規定による請求は、この条の規定により請負代金額の変更を行った後再度行

うことができる。この場合においては、同項中「請負契約締結の日」とあるのは「直前

のこの条に基づく請負代金額変更の基準とした日」とするものとする。 

５  特別な要因により工期内に主要な工事材料の日本国内における価格に著しい変動を生

じ、請負代金額が不適当となったときは、発注者又は受注者は、前各項の規定によるほ

か、請負代金額の変更を請求することができる。 

６  予期することのできない特別の事情により、工期内に日本国内において急激なインフ

レーション又はデフレーションを生じ、請負代金額が著しく不適当となったときは、発

注者又は受注者は、前各項の規定にかかわらず、請負代金額の変更を請求することがで

きる。 

７  前２項の場合において、請負代金額の変更額については、発注者と受注者とが協議し

て定める。ただし、協議開始の日から 14日以内に協議が整わない場合にあっては、発

注者が定め、受注者に通知する。 

８  第３項及び前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受

注者に通知しなければならない。ただし、発注者が第１項、第５項又は第６項の請求を

行った日又は受けた日から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、

協議開始の日を定め、発注者に通知することができる。 

 

（不可抗力による損害） 

第 30 条 工事目的物の引渡し前に、天災等（設計図書で基準を定めたものにあっては、当

該基準を超えるものに限る。）で発注者と受注者のいずれの責めにも帰すことができな

いもの（以下この条において「不可抗力」という。）により、工事目的物、仮設物又は

工事現場に搬入済みの工事材料若しくは建設機械器具に損害が生じたときは、受注者

は、その事実の発生後直ちにその状況を発注者に通知しなければならない。 

２  発注者は、前項の規定による通知を受けたときは、直ちに調査を行い、同項の損害

（受注者が善良な管理者の注意義務を怠ったことに基づくもの及び第 58条第１項の規

定により付された保険等によりてん補された部分を除く。以下この条において「損害」

という。）の状況を確認し、その結果を受注者に通知しなければならない。 

３  受注者は、前項の規定により損害の状況が確認されたときは、損害による費用の負担

を発注者に請求することができる。 

４  発注者は、前項の規定により受注者から損害による費用の負担の請求があったとき

は、当該損害の額（工事目的物、仮設物又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは建

設機械器具であって第 13 条第２項、第 14 条第１項若しくは第２項又は第 38 条第３項

の規定による検査、立会いその他受注者の工事に関する記録等により確認することがで

きるものに係る額に限る。）及び当該損害の取片付けに要する費用の額の合計額（第６

項において「損害合計額」という。）のうち請負代金額の 100 分の１を超える額を負担

しなければならない。 

５  損害の額は、次に掲げる損害につき、それぞれ当該各号に定めるところにより、算定

する。この場合においては、第 25条第２項各号に掲げる場合を除き、単価合意書の記

載事項に基づくものとする。 

一 工事目的物に関する損害 

損害を受けた工事目的物に相応する請負代金額とし、残存価値がある場合にはその

評価額を差し引いた額とする。 



 

二 工事材料に関する損害 

損害を受けた工事材料で通常妥当と認められるものに相応する請負代金額とし、残

存価値がある場合にはその評価額を差し引いた額とする。 

三 仮設物又は建設機械器具に関する損害 

損害を受けた仮設物又は建設機械器具で通常妥当と認められるものについて、当該

工事で償却することとしている償却費の額から損害を受けた時点における工事目的物

に相応する償却費の額を差し引いた額とする。ただし、修繕によりその機能を回復す

ることができ、かつ、修繕費の額が上記の額より少額であるものについては、その修

繕費の額とする。 

６  数次にわたる不可抗力により損害合計額が累積した場合における第２次以降の不可抗

力による損害合計額の負担については、第４項中「当該損害の額」とあるのは「損害の

額の累計」と、「当該損害の取片付けに要する費用の額」とあるのは「損害の取片付け

に要する費用の額の累計」と、「請負代金額の 100 分の１を超える額」とあるのは「請

負代金額の 100 分の１を超える額から既に負担した額を差し引いた額」として同項を適

用する。 

 

（部分払） 

第 38 条 受注者は、工事の完成前に、出来形部分並びに工事現場に搬入済みの工事材料

〔及び製造工場等にある工場製品〕（第 13 条第２項の規定により監督職員の検査を要

するものにあっては当該検査に合格したもの、監督職員の検査を要しないものにあって

は設計図書で部分払の対象とすることを指定したものに限る。）に相応する請負代金相

当額の 10分の９以内の額について、次項から第７項に定めるところにより部分払を請

求することができる。ただし、この請求は、工期中○回を超えることができない。 

２  受注者は、部分払を請求しようとするときは、あらかじめ、当該請求に係る出来形部

分又は工事現場に搬入済みの工事材料〔若しくは製造工場等にある工場製品〕の確認を

発注者に請求しなければならない。 

３  発注者は、前項の場合において、当該請求を受けた日から 14 日以内に、受注者の立

会いの上、設計図書に定めるところにより、同項の確認をするための検査を行い、当該

確認の結果を受注者に通知しなければならない。この場合において、発注者は、必要が

あると認められるときは、その理由を受注者に通知して、出来形部分を最小限度破壊し

て検査することができる。 

４  前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

５  受注者は、第３項の規定による確認があったときは、部分払を請求することができ

る。 

６  部分払金の額は、次の式により算定する。この場合において、第１項の請負代金相当

額は、単価合意書の記載事項に基づき定め、第 25 条第２項各号に掲げる場合には、発

注者と受注者とが協議して定める。ただし、発注者が同条第３項前段の通知をした日か

ら 10 日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

 

部分払金の額≦第１項の請負代金相当額×（９／10－前払金額／請負代金額） 

 

７  第５項の規定により部分払金の支払いがあった後、再度部分払の請求をする場合にお

いては、第１項及び前項中「請負代金相当額」とあるのは「請負代金相当額から既に部

分払の対象となった請負代金相当額を控除した額」とするものとする。 

 

（部分引渡し） 

第 39 条 工事目的物について、発注者が設計図書において工事の完成に先だって引渡しを

受けるべきことを指定した部分（以下「指定部分」という。）がある場合において、当

該指定部分の工事が完了したときについては、第 32 条中「工事」とあるのは「指定部

分に係る工事」と、「工事目的物」とあるのは「指定部分に係る工事目的物」と、同条



 

第５項及び第 33条中「請負代金」とあるのは「部分引渡しに係る請負代金」と読み替

えて、これらの規定を準用する。 

２  前項の規定により準用される第 33条第１項の規定により請求することができる部分

引渡しに係る請負代金の額は、次の式により算定する。この場合において、指定部分に

相応する請負代金の額は、単価合意書の記載事項に基づき定め、第 25 条第２項各号に

掲げる場合には発注者と受注者とが協議して定める。ただし、発注者が前項の規定によ

り準用される第 32 条第２項の検査結果を通知した日から 14 日以内に協議が整わない場

合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

 

部分引渡しに係る請負代金の額 

＝指定部分に相応する請負代金の額×（１－前払金額／請負代金額） 

  



 

別紙３ 

建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等） 

１ 分別解体等の方法 

 

工 
程 
ご 
と 
の 
作 
業 
内 
容 
及 
び 
解 
体 
方 
法 

工 程 作業内容 分別解体等の方法 

①仮設 

 

 

仮設工事 

□有   □無 

 

□手作業    
□手作業・機械作業の併用 

 

②土工 

 

 

土工事 

□有   □無 

 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

 

③基礎 

 

 

基礎工事 

□有   □無 

 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

 

④本体構造 

 

 

本体構造の工事 

□有   □無 

 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

 

⑤本体付属品 

 

 

本体付属品の工事 

□有   □無 

 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

 

⑥その他 

 （    ） 

 

その他の工事 

□有   □無 

 

□手作業 

□手作業・機械作業の併用 

 

（注）分別解体等の方法については、該当がない場合は記載の必要はない。 

 

 

２ 解体工事に要する費用（直接工事費）          円（税抜き） 

    （注）・解体工事の場合のみ記載する。 

         ・解体工事に伴う分別解体及び積込みに要する費用とする。 

         ・仮設費及び運搬費は含まない。 

 

 

３ 再資源化等をするための施設の名称及び所在地 

 建設資材廃棄物の 

 種 類 

施 設 の 名 称 

 

所 在 地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （注）建設現場において再資源化する場合については、記載不要。 

 

 

４ 再資源化等に要する費用（直接工事費）         円（税抜き） 

    （注）運搬費を含む。 


